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令和７年市議会９月定例会議案 

所 管 番   号 案            件 

総務等 報告第１０号 令和６年度知立市一般会計継続費精算報告書について 

財 務 報告第１１号 令和６年度健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率

について 

経 済 報告第１２号 令和６年度知立まちづくり株式会社決算について 

総 務 議案第４９号 知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用

及びポスターの作成の公営に関する条例及び知立市の議

会の議員及び長の選挙におけるビラの作成の公営に関す

る条例の一部を改正する条例 

子ども 議案第５０号 知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例 

子ども 議案第５１号 知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保

育料等に関する条例の一部を改正する条例 

水 道 議案第５２号 知立市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部を改正する条例 

水 道 議案第５３号 令和６年度知立市水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について 

 議案第５４号 令和７年度知立市一般会計補正予算（第２号） 

国 保 議案第５５号 令和７年度知立市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号） 

長 寿 議案第５６号 令和７年度知立市介護保険特別会計補正予算（第２号）

国 保 議案第５７号 令和７年度知立市後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１号） 

 認定第 １号 令和６年度知立市一般会計歳入歳出決算認定について 

国 保 認定第 ２号 令和６年度知立市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認

定について 

財 務 認定第 ３号 令和６年度知立市土地取得特別会計歳入歳出決算認定

について 



 

所 管 番   号 案            件 

長 寿 認定第 ４号 令和６年度知立市介護保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

国 保 認定第 ５号 令和６年度知立市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定について 

水 道 認定第 ６号 令和６年度知立市水道事業会計決算認定について 

下 水 認定第 ７号 令和６年度知立市下水道事業会計決算認定について 

 



報告第１０号 

 

   令和６年度知立市一般会計継続費精算報告書について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定に基づき定めた

継続費の金額を、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項

の規定により別紙のとおり報告する。 

 

  令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

 





報告第１１号 

 

   令和６年度健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項に規定する健全化判断比率及び同法第２２条第１項に規定する公営企業の資金

不足比率を次のとおり報告する。 

 

  令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

１ 健全化判断比率 

（単位：％） 

比率名 健全化判断比率 早期健全化基準 

実質赤字比率 － １２.７７ 

連結実質赤字比率 － １７.７７ 

実質公債費比率 １．９ ２５.０ 

将来負担比率 － ３５０.０ 

 備考 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負

担比率が算定されない場合は、「－」を記載する。 

 

２ 公営企業の資金不足比率 

（単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － ２０.０ 

下水道事業会計 － ２０.０ 

 備考 資金不足比率が算定されない場合は、「－」を記載する。 

 

 



報告第１２号 

 

令和６年度知立まちづくり株式会社決算について 

 

 知立まちづくり株式会社の経営状況を説明する書類を、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に準じ、別紙のとおり報告する。 

 

  令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

 

 

 



議案第４９号 

 

知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスター

の作成の公営に関する条例及び知立市の議会の議員及び長の選挙にお

けるビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスターの作成

の公営に関する条例及び知立市の議会の議員及び長の選挙におけるビラの作

成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 

（知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスターの作成の 

公営に関する条例の一部改正） 

第１条 知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスターの作

成の公営に関する条例（平成６年知立市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

第５条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

（知立市の議会の議員及び長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の一

部改正） 

第２条 知立市の議会の議員及び長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例

（平成２０年知立市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第４条及び第５条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使

用及びポスターの作成の公営に関する条例及び知立市の議会の議員及び長の選挙

におけるビラの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その



期日を告示される選挙について適用し、同日の前日までにその期日を告示された

選挙については、なお従前の例による。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、公職選挙法施行令の一部改正に伴い必要があるからであ

る。 



議案第５０号 

 

知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例等

の一部を改正する条例 

 

 次に掲げる条例の規定中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各 

号」に改める。 

(1) 知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年知立市条例第２８号）第１３条 

(2) 知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年知立市条例第２９号）第１２条 

(3) 知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年知立市条例第３０号）第２５条 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、児童福祉法の一部改正に伴い必要があるからである。 

 



議案第５１号 

 

知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関す

る条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関する条例

の一部を改正する条例 

 

知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関する条例（平

成２７年知立市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

別表第１備考中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、第７項を第８項と

し、同備考第６項中「第８項」を「第９項」に改め、同項を同備考第７項とし、同

備考第５項を同備考第６項とし、同備考第４項中「（１８歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にある者をいう。）」を削り、同項を同備考第５項とし、同

備考第３項の次に次の１項を加える。 

４ 保護者が児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者

をいう。次項において同じ。）を２人以上養育し、かつ、これらの児童と生計

を同じくする世帯であって、Ｃ～Ｄ１４階層に該当するものである場合におけ

る当該世帯の児童のうち、その出生の最も早いものから順次に数えて第２番目

の児童に係る徴収基準月額は、この表の規定にかかわらず、次の各号に掲げる

世帯の階層の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) Ｃ～Ｄ７階層（Ｄ７階層にあっては、所得割の額が９７，０００円未満の

世帯に限る。） ０円 

(2) Ｄ７～Ｄ１４階層（Ｄ７階層にあっては所得割の額が９７，０００円以上

の世帯に、Ｄ１４階層にあっては所得割の額が３０１，０００円未満の世帯

に限る。） この表に定める額に２分の１を乗じて得た額（その額に１００



円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額） 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、愛知県の保育料助成制度の見直しに伴い必要があるから

である。 



議案第５２号 

 

知立市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

   知立市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

知立市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４５年知立市条例第８

８号）の一部を次のように改正する。 

第１７条第２項中「一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）を」を「全

部又は一部（２時間を超えない範囲内又は１年につき管理者が指定する時間を超え

ない範囲内の時間に限る。）を」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い

必要があるからである。 



議案第５３号 

 

   令和６年度知立市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 令和６年度知立市水道事業会計未処分利益剰余金１，００７，１９６，０４７円

のうち、９８，６６１，０００円を減債積立金に、２８７，９０２，０００円を建

設改良積立金に積み立て、残余を翌年度に繰り越すため、地方公営企業法（昭和２

７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき議会の議決を求める。 

 

  令和７年９月８日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

提案理由 

 この案を提出するのは、令和６年度未処分利益剰余金の一部を処分し、減債積立

金及び建設改良積立金に積み立てるため必要があるからである。 


